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添付資料２ 

ドレーンの信頼性確保の検討 

1.はじめに 

 

 

 

集水機能を担うドレーン・接続桝は,閉塞による機能喪失リスクを考慮する必要がある。設置

状況や保守管理1生を踏まえ,機能を喪失する可能性のある事象を網羅的に挙げ,それらに対する

対応の考え方を整理した。ドレーンの機能喪失要因と対応の考え方を添付2-1表に示す。 

ドレーン構造(有孔管)に起因し経時的に状態が変化するモードとして土砂流入が考えられる

が,ドレーンは耐久性・耐震性を確保したものを使用すること,有孔部から流入する土砂は非常に

緩速に堆積することから,管の閉塞に至るリスクはない。さらに,今後予防保全対象として定期的

な点検・土砂排除を行う計画とする。 

土砂流入をはじめとして,機能喪失への影響が想定される全ての事象は,設計(耐久性・耐震1生

の確保)並びに保守管理により対処し機能維持することが可能である。 

 

 

添付 2-1 表 ドレーンの機能喪失要因と対応の考え方 

 

 

 

 

添付資料１ 

ドレーンの信頼性確保の検討 

1.はじめに 

 

 

 

集水機能を担うドレーンは,通水面積の減少による機能喪失リスクを考慮する必要がある。設

置状況や保守管理性を踏まえ,機能を喪失する可能性のある事象を網羅的に挙げ,それらに対す

る対応の考え方を整理した。ドレーンの機能喪失要因と対応の考え方を添付1-1表に示す。 

ドレーン構造(有孔管)に起因し経時的に状態が変化するモードとして土砂流入が考えられる

が,ドレーンは耐久性・耐震性を確保したものを使用すること，有孔部から流入する土砂は非常

に緩慢※に堆積することから,管の通水面積の減少による機能喪失リスクはない。さらに,今後予

防保全対象として定期的な点検を実施し，点検結果を踏まえた土砂排除を行う計画とする。 

土砂流入をはじめとして,機能喪失への影響が想定される全ての事象は,設計(耐久性・耐震性

の確保)並びに保守管理により対処し機能維持することが可能である。 

 

 

添付 1-1表 ドレーンの機能喪失要因と対応の考え方 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機能喪失への影響が想定される事象 設計・保守管理における対応の考え方と取扱い

経年劣化や地震により損傷し，断面形状を保持でき
なくなる。 耐久性のある材料を採用するとともに，Ss機能維持設計とする。

ドレーンの有効範囲以外からの雨水流入，その他想
定以上の雨水流入により，ドレーンの集水能力が不
足する。

ドレーンの集水機能の検討に当たっては，ドレーンの有効範囲外等からの雨水流入の可能性を
考慮した上で流入量を確認し，必要に応じて設計に反映する。（排水機能にも係る事項であり，
ポンプ・配管設計にも反映する）

土砂流入により通水面積が減少し，集・排水機能を
喪失する。

十分な余裕を有する断面を有する管径を設定するとともに，定期的な点検，土砂排除を実施
する。
有孔部から管内への土砂流入は微量であり，有孔部に対し管径が十分大きく，土砂堆積によ
る通水断面の減少は非常に緩慢※に進行することから，十分な余裕を有する断面をもつことで，
機能喪失には至らない。

地盤改良工事等による目詰まり等により集・排水機能
を喪失する。 施工時の規制を行う。（施工方法の検討）

※ドレーンは岩盤内に設置しているため，管内への土砂供給が非常に少ない。
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2.ドレーン・接続桝の機能喪失事象への信頼性確保の考え方 

前頁に示すドレーン・接続桝の機能喪失事象の整理より保守管理性の重要性が抽出されたこと

から,ドレーンの敷設状況等を踏まえた保守管理方針を整理した。ドレーンの保守管理方針を添

付2-2表に示す。 

保守管理方針の検討においてはドレーンの構造・形状等から下記Ⅰ～Ⅲにドレーン範囲を区分

し,点検内容と異常時の対応を整理した。 

また,この対応を確実に実施するために,既設の接続桝又はドレーンに接続された保守管理用

の立坑を新たに構築する等,保守管理性の向上策もあわせて検討する。保守管理用立坑のイメー

ジを添付2-1図に示す。 

なお,既設の2号炉原子炉建屋及び3号炉海水熱交換器建屋基礎版下部にあるような径が

φ100mmの有孔塩ビ管の保守管理に当たっては,添付2-2表のとおりカメラ等で状況の確認ができ

機能喪失時の対応も可能と考えられるものの,機能喪失時の検知及び修復に不確実性があるもの

と考えられることから,耐震1生及び耐久性を有していたとしても保守管理に期待せずドレーン

の機能喪失を前提とした設計(管路ではなく透水層)とする方針とする。 

 

添付 2-2 表 ドレーンの保守管理方針 

 

 

 

 

 

 

 

2.ドレーンの機能喪失事象への信頼性確保の考え方 

前頁に示すドレーンの機能喪失事象の整理より保守管理性の重要性が抽出されたことから,ド

レーンの敷設状況等を踏まえた保守管理方針を整理した。ドレーンの保守管理方針を添付1-2表

に示す。 

保守管理方針の検討においてはドレーンの構造・形状等からドレーン範囲を区分し,点検内容

と異常時の対応を整理した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付 1-2表 ドレーンの保守管理方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載の相違 

島根２号炉は，既設のドレー

ンの解析上の扱いを「3.集水機

能の信頼性の検討」において記

載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 構成部位（例）
ドレーンの点検内容

異常時の対応
手段 点検対象と確認内容

Ⅰ カメラ等により部分的に確認可能 φ300mm
（流末部） 目視，カメラ等

損傷等の有無，土砂堆積状況
等から，通水断面が保持されて
いることを確認

詳細調査を行い，必要な
対策を実施

Ⅱ 流末部※１の断面の確認により確
認可能

φ150mm
φ300mm

（流末部以外）
流末部の断面をⅠに
より確認※２

Ⅰより通水断面が保持されてい
ることを確認

Ⅰの範囲と同様の状態に
あるものと考え，詳細調査
を行い，必要な対策を実
施する

※１ 流末部とは，揚水井戸とドレーンの取り合い部を表す。
※２ 以下に示す理由から，ドレーンは一定の品質が確保され，供用環境も同様と考えられるため，通常時は流末部で外観点検を行うことで異常時の検知が可能である。

a. 施工方法・仕様の共通性：ドレーンは同時期に同一施工体制のもと設置されており，掘削した岩盤内に同様の施工管理基準のもと設置されている。
b. 建設時記録の信頼性：ドレーンは同時期に同一施工体制のもと設置されており，開削により露出した岩盤上に同様の施工管理基準のもと設置されている。
c. 耐久性・耐震性（Ss機能維持）が確保されている。
d. 安定的な使用環境にある。（岩着構造，外力（土被り）の変動が小さい，地下空間のため，紫外線等の劣化要因が少ない，流入する地下水に有害物質

が含まれない等）
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添付 2-1 図 保守管理用立杭のイメージ 

 

3.集水機能の信頼性の検討 

設計用地下水位の算定(浸透流解析)に用いるドレーンの有効範囲は,添付2-2図に示すフロー

に従い設定することで信頼性を確保する。有効範囲設定の考え方は以下のとおりである。 

 

- 施設の配置等を勘案し,既設ドレーンの期待範囲を設定する。前頁のドレーンの機能喪失要

因と対応の整理から抽出された耐久性,耐震性及び保守管理性の3つの観点から,全てを満足

するものは管路として,それ以外は透水層 (地盤)に分類する。 

 

 

 

- 浸透流解析を踏まえ,施設の安全性を確認し,必要な範囲に新設(ドレーン又は揚水井戸)を

検討する。 

- また,安全機能の重要度分類におけるクラス1相当の信頼性を確保する観点から,安全施設の要

求事項(多重性及び独立性)に配慮した設備構成とする. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.集水機能の信頼性の検討 

設計地下水位の算定(浸透流解析)に用いるドレーンは添付1-1図に示すフローに従い，新たな

ドレーンを設置することで信頼性を確保する。有効範囲設定の考え方は以下のとおりである。 

- 既設のドレーン（サブドレーン，集水管及び接続桝）は，岩盤内や構造物に囲まれており，

周囲を砕石で埋め戻しているため，機能に期待しない場合においては，砕石相当の透水係数

を設定していた。しかしながら，万が一，経年的に周囲の埋戻土からの土砂流入により通水

面積の減少が発生した場合，確実に土砂を除去できないため，砕石の間に土砂が流入した状

態を仮定し，埋戻土（掘削ズリ）相当の透水係数に見直す。埋戻土（掘削ズリ）及び砕石の

粒径加積曲線を添付1-2図に示す。 

 

- 浸透流解析を踏まえ,施設の安全性を確認し,必要な範囲に新設(ドレーン及び揚水井戸)を

検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設計方針の相違 

島根２号炉の既設のドレーン

は岩盤内に設置しているが，万

が一を考慮し，保守的な解析条

件を設定 

 

 

 

 

・設計方針の相違 

島根２号炉のドレーンは，設

置許可基準規則第 4 条等の要求

事項等を考慮して設計 
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添付 2-2 図 集水機能の検討フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記の考え方から,ドレーンの状態に対応したパターンと各観点の評価の見通し,並びに浸透

流解析上の取扱いについて整理した。ドレーンの状態に対応したパターンと浸透流解析上の取扱

いを添付2-3図に示す。 

 

 

 

添付 1-1図 集水機能の検討フロー 

 

 

添付1-2図 埋戻土（掘削ズリ）及び砕石の粒径加積曲線 

 

 

 

前頁の考え方から,ドレーンの状態に対応したパターンと各観点の評価の見通し,並びに浸透

流解析上の取扱いについて添付1-3表に整理した。既設のドレーンは砕石及び土砂が流入して集

水機能が低下した状態とする。また，新設のドレーンは，要求機能として通水性を確保するため，

信頼性（耐久性・耐震性・保守管理性）を満足するものを設置する。 

また，既設のドレーンが基準地震動Ｓｓに対して損傷した際に他の施設に与える波及影響につ

いて，添付1-4表のとおり整理した。なお，既設のサブドレーンピットは基準地震動Ｓｓに対し

て損傷しないことを確認しており，評価結果については詳細設計段階で説明する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・説明方針の相違 

島根２号炉は，透水係数の保

守性について，粒径加積曲線を

示し説明 

 

 

 

 

・説明方針の相違 

島根２号炉は，既設のドレー

ンの波及影響について説明 

START

地下水位低下設備
（新設）の設計

浸透流解析

施設の安全性を
満足するか

配置の再検討

END
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添付 2-3 図 ドレーンの状態に対応したパターンと浸透流解析上の取扱い 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計用地下水位の設定においては,既設ドレーンの期待範囲を検討の上,安全施設の要求事項

について検討する。この期待範囲は集水経路としての役割を有する接続桝・揚水井戸についても

同様の考え方で信頼性を確認する。 

安全施設の要求事項についての検討においては,ドレーンの設置状況等に応じて,多重性及び

独立性を確保する揚水ボンプ,揚水井戸の配置を検討する。 

これらを踏まえて設定した集水機能の信頼性の詳細検討フローを添付2-4図に示す。 

添付 1-3表 ドレーンの状態に対応したパターンと浸透流解析上の取扱い 

 

 

 

 

添付 1-4表 既設のドレーンの波及影響の整理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・説明方針の相違 

島根２号炉は，既設のドレー

ンの波及影響について説明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設計方針の相違 

島根２号炉のドレーンは，設

置許可基準規則第 4 条等の要求

事項等を考慮して設計 

 

 

ドレーンの種類
各観点に対する評価

浸透流解析上の扱い
耐久性 耐震性 保守管理性

既設（サブドレーン）

○

△ × 岩盤や構造物に囲まれており，
周囲を砕石で埋め戻している
ため，機能に期待しない場合
においては，砕石相当の透水
性を有すると判断していた。し
かしながら，万が一，経年的
に周囲の埋戻土からの土砂流
入により通水面積の減少が発
生した場合，確実に土砂を除
去できないため，砕石の間に
土砂が流入した状態を仮定し
た透水係数を設定した。

既設のドレーンは岩盤や
構造物に囲まれた範囲
に設置していることから，
基準地震動Ssに対して
損傷しないと判断してい
るが，仮に損傷したもの
として評価する。

• 直接的な確認が
できない。

• 万が一，土砂に
よる通水面積の
減少が発生した
場合，確実に土
砂を除去できない。

既設（集水管）

新設する場合（例） ○ ○ ○
管の耐久性・耐震性が確保さ
れ，構造を確認できることか
ら，大気圧解放状態とする。

岩盤

有孔管

原子炉建物
均しコンクリート

均しコンクリート 均しコンクリート

原子炉建物

岩盤

均しコンクリート

建物

岩盤

砕石(5mm)

：砕石（40~20）

：土砂

構造 損傷時に他の施設に与える波及影響

サブドレーン

原子炉建物直下に設置されており，周囲を岩盤や均しコン
クリート，躯体に囲まれているため，基準地震動Ｓｓに対
して損傷したとしても，管径が小さいことから，他の施設に
波及影響を与えることはない。

集水管※（原子炉建物周
辺）

原子炉建物の周囲に設置されており，周囲を岩盤や均しコ
ンクリートで囲まれているため，基準地震動Ｓｓに対して損
傷したとしても，管径が小さいことから，他の施設に波及影
響を与えることはない。

集水管※（タービン建物，
廃棄物処理建物周辺）

タービン建物及び廃棄物処理建物の周囲に設置されており，
周囲を岩盤や均しコンクリート，躯体に囲まれているため，
基準地震動Ｓｓに対して損傷したとしても，管径が小さい
ことから，他の施設に波及影響を与えることはない。

廃棄物
処理建物

原子炉
建物

※接続枡を含む

岩盤

岩盤

埋戻土
（掘削ズリ）等

埋戻土
（掘削ズリ）等

原子炉建物
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添付 2-4 図 集水機能の信頼性の詳細検討フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設計方針の相違 

島根２号炉は，地下水位低下

設備（既設）の機能に期待せず，

新設する地下水位低下設備の機

能にのみ期待する 
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次に,集水機能の信頼性の詳細検討フローに基づく各プロセスの検討内容の例を示す。ここで

は早期に影響が現れる施設の揚圧力影響の低減に着目し,地下水位を一定の範囲に保持する地下

水位低下設備を設置することし,集水及び排水機能に係る設備構成の検討を行った。 

まず,「①既設ドレーンの期待範囲の設定」として,2号炉申請時において,施設の揚圧力影響低

減への寄与が大きいと考えられる既設ドレーン範囲を抽出した。既設ドレーンの期待範囲を添付

2-5図に示す。 

 

添付 2-5 図 既設ドレーンの期待範囲の設定(Step①) 

 

 

 

添付1-1図に示す集水機能の検討フローに基づく地下水位低下設備の設定例を添付1-3図に示

す。ドレーンの点検性への配慮として，カメラの挿入や土砂の除去が容易となるよう，直線状の

ドレーンとする。 

なお，地下水位低下設備（既設）のうち，ドレーンは砕石及び土砂が流入して集水機能が低下

した状態，揚水ポンプは稼働しない状態とし，揚水経路としない。 

 

 

添付 1-3図 地下水位低下設備の設定例 

 

 

 

・設計方針の相違 

島根２号炉は，地下水位低下

設備（既設）の機能に期待せず，

新設する地下水位低下設備の機

能にのみ期待する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３号原子炉建物

３号炉
サービス
建物

３号炉
制御室
建物

３号炉
タービン
建物

３号炉
廃棄物処理建物

２号炉
タービン建物

２号炉
廃棄物
処理建物

２号原子炉建物 制御室
建物

Ｐ

２号炉排気筒

集水管・接続枡・サブドレーンピット
（機能に期待しない地下水位低下設備(既設)※）

Ｐ 揚水井戸・揚水ポンプ
凡例

※２号原子炉建物直下のサブドレーンについても，同様の理由で期待しない

建物，構築物（揚圧力影響）
ドレーン
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続いて,「②耐久性」の観点からは全てのドレーン(有孔ヒューム管・有孔塩ビ管)が有効と判

断される。耐久性に関する確認結果は添付資料2に示すとおりである。耐久性の観点からの整理

結果を添付2-6図に示す。 

 

 

添付 2-6 図 耐久性の観点からの整理結果(Step②) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設計方針の相違 

島根２号炉は，地下水位低下

設備（既設）の機能に期待せず，

新設する地下水位低下設備の機

能にのみ期待する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

513



女川原子力発電所 ２号炉 （2019.7.30版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

「③・⑤耐震性・透水層の連続性」の観点からは,盛土荷重が直接作用する一部の塩ビ管を除

き,現状構造でSs機能維持を確保できる見通しである。 

なお,耐震性の確認結果は工事計画認可段階で提示する。 

管の耐震1'生・透水層の連続性の観点からの整理結果を添付2-7図に示す。 

 

 

添付 2-7図 管の耐震性・透水層の連続 1生の観点からの整理結果(Step③・⑤) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設計方針の相違 

島根２号炉は，地下水位低下

設備（既設）の機能に期待せず，

新設する地下水位低下設備の機

能にのみ期待する 
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「④管の保守管理」の観点からの有効範囲は添付2-8図のとおり整理される。 

 

 

添付 2-8 図 管の保守管理の観点からの整理結果(Step④) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設計方針の相違 

島根２号炉は，地下水位低下

設備（既設）の機能に期待せず，

新設する地下水位低下設備の機

能にのみ期待する 
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安全施設の要求の観点から,2号炉原子炉建屋において,揚水井戸の新設が必要と整理される。

安全施設の要求の観点からの整理結果を添付2-9図に示す。 

 

 

添付 2-9 図 安全施設の要求の観点からの整理結果(Step⑨・⑩) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設計方針の相違 

島根２号炉は，地下水位低下

設備（既設）の機能に期待せず，

新設する地下水位低下設備の機

能にのみ期待する 
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「⑦有効範囲の再検討」において,施設の設計値を満足できない範囲について,保守管理立坑等

の追加により保守管理範囲を拡大し,ドレーンの有効範囲の再検討を行う。添付2-10図に示す有

効範囲の再検討での整理結果は,3号炉海水熱交換器建屋及び2号炉制御建屋について,有効範囲

の拡大を目的として,保守管理立坑等を追加した例であり,今後の点検実績の反映等により変更

の可能性がある。 

 

 

 

 
添付 2-10図 有効範囲の再検討での整理結果(Step⑦) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設計方針の相違 

島根２号炉は，地下水位低下

設備（既設）の機能に期待せず，

新設する地下水位低下設備の機

能にのみ期待する 
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「⑧新設ドレーンの要否」の観点から,施設近傍の既設ドレーンに期待できない排気筒周辺や,

施設直下の既設ドレーンに期待できない2号炉原子炉建屋や3号炉海水熱交換器建屋において,新

設が必要と整理される。新設ドレーン要否の観点からの整理結果を添付2-11図に示す。 

なお,今回の検討において新設ドレーンは施設直下の既設ドレーンよりも深い位置に設置され

ることから,既設ドレーンは機能しないものとして取り扱う。 

 

 

添付 2-11図 新設ドレーン要否の観点からの整理結果(Step⑧) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設計方針の相違 

島根２号炉は，地下水位低下

設備（既設）の機能に期待せず，

新設する地下水位低下設備の機

能にのみ期待する 
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添付2-11図までで整理したドレーン範囲のうち,安全施設の要求性能確保の見通しの観点での

整理結果を添付2-12図に示す。 

安全施設の要求性能の確保に当たっては,「2.安全施設への要求事項を参照した設備構成の検

討」に示すとおり短期・長期の単一故障を想定し多重性及び独立性を確保するため,揚水ポンプ

の多重化やドレーン・揚水井戸の配置上の配慮が必要となる。 

 

添付 2-12図 安全施設の要求性能確保の見通しの観点での整理(Step⑨・⑩) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設計方針の相違 

島根２号炉は，地下水位低下

設備（既設）の機能に期待せず，

新設する地下水位低下設備の機

能にのみ期待する 
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集水機能の信頼性の詳細検討フローに基づく有効範囲の設定例のまとめを添付2-13図に示す。

本図はこれまでに整理したドレーンの有効範囲をまとめたものであり,設置許可基準規則第3条

第2項,同第4条及び同第12条の要求を考慮した設備構成例である。 

建物・構築物の揚圧力影響(設置許可基準規則第 4 条)の低減に着目した施設 (原子炉建屋,制御

建屋,排気筒,3 号炉海水熱交換器建屋)に対し,条文適合上必要な集水及び排水機能の範囲は,

設計値保持のため必要な範囲(■)と,設置許可基準規則第 12 条の要求に対応する範囲(■)に

て構成される。 

なお,ドレーンとしての集水機能が期待できるものの,設置許可基準規則第 12 

条適合の観点から管路より除外した範囲(■)については透水層として取扱う。 

 

 

添付 2-13図 地下水位低下設備の設定例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設計方針の相違 

島根２号炉は，地下水位低下

設備（既設）の機能に期待せず，

新設する地下水位低下設備の機

能にのみ期待する 
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添付資料３ 

設置変更許可段階及び工事計画認可以降の提示内容 

 

1.設置許可基準規則における対応条文への適合の考え方 

設置許可基準規則の対応条文のうち,第３条(設計基準対象施設の地盤),第 38条(重大事故等対

処施設の地盤),第４条(地震による損傷の防止),第 39 条(重大事故等対処施設/地震による損傷

の防止),第 43 条(重大事故等対処施設)及び技術的能力審査基準に対して,基準適合の考え方と

設置変更許可申請書への反映箇所,並びに工事計画認可段階における審査項目を整理した。 

設置許可基準規則第３条は添付 3-1表,同第 38条は添付 3-2表,同第４条は添付 3-3表,同第 39

条は添付 3-4 表,同第 43 条は添付 3-5 表及び添付 3-6 表,並びに技術的能力審査基準は添付 3-7

表に,それぞれ基準適合の考え方と設置変更許可申請書への反映箇所,並びに工事計画認可段階

における審査項目を示す。 

また,設置許可基準規則第３条の規則の解釈を添付 3-8表,並びに同第４条の規則の解釈を添付

3-9 表及び添付 3-10 表に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料２ 

設置変更許可段階及び工事計画認可以降の提示内容 

 

1.設置許可基準規則における対応条文への適合の考え方 

設置許可基準規則の対応条文のうち,第３条(設計基準対象施設の地盤),第 38条(重大事故等対

処施設の地盤),第４条(地震による損傷の防止)及び第 39 条(重大事故等対処施設/地震による損

傷の防止)に対して,基準適合の考え方と設置変更許可申請書への反映箇所,並びに工事計画認可

段階における審査項目を整理した。 

設置許可基準規則第３条は添付 2-1表,同第 38条は添付 2-2表,同第４条は添付 2-3表,同第 39

条は添付 2-4 表に,それぞれ基準適合の考え方と設置変更許可申請書への反映箇所,並びに工事

計画認可段階における審査項目を示す。 

 

また,設置許可基準規則第３条の規則の解釈を添付 2-5表,並びに同第４条の規則の解釈を添付

2-6表及び添付 2-7表に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価対象施設の相違 

③の相違 
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添付3-1表 設置許可基準規則に対する基準適合の考え方と 

工事計画認可段階における提示内容第３条(設計基準対象施設の地盤) 

 

 

 

 

 

 

 

添付2-1表 設置許可基準規則に対する基準適合の考え方と 

工事計画認可段階における提示内容第３条(設計基準対象施設の地盤) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設置許可基準規則 
設置許可基準規則

の解釈 

基準適合の考え方 
設置変更許可申請
書への反映箇所 

詳細設計段
階における
提示内容 

考え方 
必要な設
備等 

第三条 
（設計基
準対象施
設の地
盤） 

設計基準対象施設は、次条第
二項の規定により算定する
地震力（設計基準対象施設の
うち、地震の発生によって生
ずるおそれがあるその安全
機能の喪失に起因する放射
線による公衆への影響の程
度が特に大きいもの（以下
「耐震重要施設」という。）
及び兼用キャスクにあって
は、同条第三項に規定する基
準地震動による地震力を含
む。）が作用した場合におい
ても当該設計基準対象施設
を十分に支持することがで
きる地盤に設けなければな
らない。ただし、兼用キャス
クにあっては、地盤により十
分に支持されなくてもその
安全機能が損なわれない方
法により設けることができ
るときは、この限りでない。 

(添付 3-5 表，主要
箇所抜枠) 
第３条第１項に規
定する「設計基準対
象施設を十分に支
持することができ
る」とは、設計基準
対象施設について、
自重及び運転時の
荷重等に加え、耐震
重要度分類の各ク
ラスに応じて算定
する地震力が作用
した場合において
も、接地圧に対する
十分な支持力を有
する設計であるこ
とをいう。耐震重要
施設については、基
準地震動による地
震力が作用するこ
とによって弱面上
のずれ等が発生し
ないことを含め、基
準地震動による地
震力に対する支持
性能が確保されて
いることを確認す
る。 

耐震重要施設の基礎地盤 
・基礎地盤の安定性評価の条件
として地下水位の設定方法を
記載（基準適合はこの条件を用
いた安定性評価により確認） 

― 

添付書類六 
-地盤 
-地震力に対する基
礎地盤の安定性
評価（地下水位） 

 
― 

（設置許可
段階で説明） 
 
[地下水位低
下設備の耐
震性に関す
る説明書に
おいて地盤
の支持性能
に係る確認
結果を記載] 

２ 耐震重要施設及び兼用キ
ャスクは、変形した場合にお
いてもその安全機能が損な
われるおそれがない地盤に
設けなければならない。 

(主要箇所抜枠) 
「変形」とは、地震
発生に伴う地殻変
動によって生じる
支持地盤の傾斜及
び撓み並びに地震
発生に伴う建物・構
築物間の不等沈下、
液状化及び揺すり
込み沈下等の周辺
地盤の変状をいう。 

耐震重要施設の周辺地盤 
・耐震重要施設については，液
状化，揺すり込み沈下等の周辺
地盤の変状を考慮した場合に
おいても，当該施設の安全機能
が損なわれるおそれがないよ
うに設計する。 
・耐震重要度の設計において
は，防波壁下部を地盤改良する
ために地下水の流れが遮断さ
れ地下水位が上昇するおそれ
があるという島根サイト固有
の状況を踏まえ地下水位低下
設備の機能を考慮した水位，自
然水位より保守的に設定した
水位又は地表面にて設計地下
水位を設定する。 
・耐震設計において，地震時に
おける地盤の有効応力の変化
に伴う影響を考慮する場合に
は，有効応力解析等を実施す
る。有効応力解析に用いる液状
化強度特性は，敷地の原地盤に
おける代表性及び網羅性を踏
まえた上で保守性を考慮して
設定する。 

・常設の地
下水位低
下設備 
 

添付書類六 
-地盤 
-周辺地盤の変状に
よる施設への影響
評価 
 
 
 
 
関連 
添付書類八 
-安全設計/耐震設
計 
-耐震重要施設 

・耐震性に関
する説明書
（第四条の
審査におい
て確認） 

３ 耐震重要施設及び兼用キ
ャスクは、変位が生ずるおそ
れがない地盤に設けなけれ
ばならない。ただし、兼用キ
ャスクにあっては、地盤に変
位が生じてもその安全機能
が損なわれない方法により
設けることができるときは、
この限りでない。 

（記載を省略） 
― 

（地下水位設定とは関連しな
い） 

― ― ― 
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添付3-2表 設置許可基準規則に対する基準適合の考え方と 

工事計画認可段階における提示内容第38条(重大事故等対処施設の地盤) 

 

 

 

 

 

添付2-2表 設置許可基準規則に対する基準適合の考え方と 

工事計画認可段階における提示内容第38条(重大事故等対処施設の地盤) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設置許可基準規則 
設置許可基準規則

の解釈 

基準適合の考え方 
設置変更許可申請
書への反映箇所 

詳細設計段
階における
提示内容 

考え方 
必要な設

備等 

第三十八
条（重大
事故等対
処施設の
地盤） 

重大事故等対処施設は、次に
掲げる施設の区分に応じ、そ
れぞれ次に定める地盤に設
けなければならない。 
一 重大事故防止設備のうち

常設のもの（以下「常設重
大事故防止設備」という。）
であって、耐震重要施設に
属する設計基準事故対処
設備が有する機能を代替
するもの（以下「常設耐震
重要重大事故防止設備」と
いう。）が設置される重大
事故等対処施設（特定重大
事故等対処施設を除く。） 
基準地震動による地震力
が作用した場合において
も当該重大事故等対処施
設を十分に支持すること
ができる地盤 

二 常設耐震重要重大事故防
止設備以外の常設重大事
故防止設備が設置される
重大事故等対処施設（特定
重大事故等対処施設を除
く。）第四条第二項の規定
により算定する地震力が
作用した場合においても
当該重大事故等対処施設
を十分に支持することが
できる地盤 

三 重大事故緩和設備のうち
常設のもの（以下「常設重
大事故緩和設備」という。）
が設置される重大事故等
対処施設（特定重大事故等
対処施設を除く。）基準地
震動による地震力が作用
した場合においても当該
重大事故等対処施設を十
分に支持することができ
る地盤 

１ 第３８条の適用
に当たっては、本規
程別記１に準ずる
ものとする。 
 ※別記１：第３条

（設計基準対
象施設の地盤） 

 
２ 第 1 項第２号
に規定する「第４条
第２項の規定によ
り算定する地震力」
とは、本規程別記２
第４条第２項から
第４項までにおい
て、代替する機能を
有する設計基準事
故対処設備が属す
る耐震重要度分類
のクラスに適用さ
れる地震力と同等
のものとする。 
 
３ 第 1 項第４号
に規定する「第４条
第２項の規定によ
り算定する地震力」
とは、本規程別記２
第４条第２項第１
号の耐震重要度分
類のＳクラスに適
用される地震力と
同等のものとする。 

常設重大事故等対処施設の基
礎地盤 
・基礎地盤の安定性評価の条件
として地下水位の設定方法を
記載（基準適合はこの条件を用
いた安定性評価により確認） 

― 

添付書類六 
-地盤 
-地震力に対する基

礎地盤の安定性
評価（地下水位） 

 
― 

（設置許可
段階で第三
条と併せて
説明） 

２ 重大事故等対処施設（前
項第二号の重大事故等対処
施設を除く。次項及び次条第
二項において同じ。）は、変
形した場合においても重大
事故等に対処するために必
要な機能が損なわれるおそ
れがない地盤に設けなけれ
ばならない。 

 常設重大事故等対処施設の周
辺地盤 
・常設重大事故等対処施設につ
いては，液状化，揺すり込み沈
下等の周辺地盤の変状を考慮
した場合においても，当該施設
の安全機能が損なわれるおそ
れがないように設計する。 
・常設重大事故等対処施設の設
計においては，防波壁下部を地
盤改良するために海側への地
下水の流れが遮断され地下水
位が上昇するおそれがあると
いう島根サイト固有の状況を
踏まえ地下水位を一定の範囲
に保持する地下水位低下設備
の機能を考慮した水位，自然水
位より保守的に設定した水位
又は地表面にて設計地下水位
を設定する。 
・耐震設計において，地震時に
おける地盤の有効応力の変化
に伴う影響を考慮する場合に
は，有効応力解析等を実施す
る。有効応力解析に用いる液状
化強度特性は，敷地の原地盤に
おける代表性及び網羅性を踏
まえた上で保守性を考慮して
設定する。 

・常設の地
下水位低
下設備 
 

添付書類六 
-地盤 
-周辺地盤の変状に
よる施設への影響
評価 
 
 
 
 
関連 
添付書類八 
-安全設計/耐震設
計 
-耐震重要施設 

・耐震性に関
する説明書
（第四条の
審査におい
て確認） 

３ 重大事故等対処施設は、
変位が生ずるおそれがない
地盤に設けなければならな
い。 

 
― 

（地下水位設定とは関連しな
い） 

― ― ― 
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添付3-3表 設置許可基準規則に対する基準適合の考え方と 

工事計画認可段階における提示内容第４条(地震による損傷の防止) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付2-3表 設置許可基準規則に対する基準適合の考え方と 

工事計画認可段階における提示内容第４条(地震による損傷の防止) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設置許可基準規則 
設置許可基準規則

の解釈 

基準適合の考え方 
設置変更許可申請
書への反映箇所 

詳細設計段
階における
提示内容 

考え方 
必要な設

備等 

第四条
（地震に
よる損傷
の防止） 

設計基準対象施設は、地震
力に十分に耐えることがで
きるものでなければならな
い。 

(添付 3-6 表，添付
3-7 表，以下主要箇
所抜粋) 
１ 第４条第１項に
規定する「地震力に
十分に耐える」と
は，ある地震力に対
して施設全体とし
ておおむね弾性範
囲の設計がなされ
ることをいう。 

設計基準対象施設 
・設計基準対象施設は，地震力
に十分耐えられる設計とする。 
 
・設計基準対象施設の設計にお
いては，防波壁下部を地盤改良
するために海側への地下水の
流れが遮断され地下水位が上
昇するおそれがあるという島
根サイト固有の状況を踏まえ
地下水位を一定の範囲に保持
する地下水位低下設備の機能
を考慮した水位，自然水位より
保守的に設定した水位又は地
表面にて設計地下水位を設定
する。 
 
耐震重要施設 
・耐震重要施設については，揚
圧力が作用した場合において，
当該施設の安全機能が損なわ
れるおそれがないように設計
する。 
あわせて，液状化，揺すり込み
沈下等の周辺地盤の変状を考
慮した場合においても，当該施
設の安全機能が損なわれるお
それがないように設計する。 
（第三条第二項をあわせて確
認） 
 
・耐震重要施設の設計において
は，防波壁下部を地盤改良する
ために海側への地下水の流れ
が遮断され地下水位が上昇す
るおそれがあるという島根サ
イト固有の状況を踏まえ地下
水位を一定の範囲に保持する
地下水位低下設備の機能を考
慮した水位，自然水位より保守
的に設定した水位又は地表面
にて設計地下水位を設定する。 
 
・耐震設計において，地震時に
おける地盤の有効応力の変化
に伴う影響を考慮する場合に
は，有効応力解析等を実施す
る。有効応力解析に用いる液状
化強度特性は，敷地の原地盤に
おける代表性及び網羅性を踏
まえた上で保守性を考慮して
設定する。 
 
地下水位低下設備 
・地震に対し機能を保持する設
計とする。 
（Ｃクラス，Ss 機能維持） 

・常設の地
下水位低
下設備 
 

本文※ 
 
添付書類八 
-安全設計 
-耐震設計/基本方

針 
-耐震重要施設 
 
-その他発電用原子
炉の付属設備 
-地下水位低下設備 
 
関連 
添付書類六 
-地盤 
-周辺地盤の変状に
よる施設への影響
評価 
 
※ 耐震評価におい

て地下水位低下
設備の機能に期
待することは島
根サイト固有の
事項であること
から，設置目的や
役割を本文に記
載。 

 

・耐震性に関
する説明書
（設計地下
水位の設定
を含む） 

２ 前項の地震力は、地震の
発生によって生ずるおそれ
がある設計基準対象施設の
安全機能の喪失に起因する
放射線による公衆への影響
の程度に応じて算定しなけ
ればならない。 

設計基準対象施設
は，耐震重要度に応
じて，以下のクラス
（以下「耐震重要度
分類」という。）に
分類するもとする。 

３ 耐震重要施設は、その供
用中に当該耐震重要施設に
大きな影響を及ぼすおそれ
がある地震による加速度に
よって作用する地震力（以下
「基準地震動による地震力」
という。）に対して安全機能
が損なわれるおそれがない
ものでなければならない。 

一 耐震重要施設の
うち，二以外のもの 

・基準地震動に
よる地震力に対
して，その安全
機能が保持でき
ること。 

二 津波防護施設，
浸水防止設備及び
津波監視設備並び
に浸水防止設備が
設置された建物・構
築物 

・基準地震動に
よる地震力に対
して，それぞれ
の施設及び設備
に要求される機
能（津波防護機
能，浸水防止機
能及び津波監視
機能をいう。）が
保 持 で き る こ
と。 

４ 耐震重要施設は、前項の
地震の発生によって生ずる
おそれがある斜面の崩壊に
対して安全機能が損なわれ
るおそれがないものでなけ
ればならない。 

 
― 

（対象斜面なし） 
― ― ― 
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添付3-4表 設置許可基準規則に対する基準適合の考え方と 

工事計画認可段階における提示内容第39条(重大事故等対処施設/地震による損傷の防止) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付2-4表 設置許可基準規則に対する基準適合の考え方と 

工事計画認可段階における提示内容第39条(重大事故等対処施設/地震による損傷の防止) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設置許可基準規則 
設置許可基準規則

の解釈 

基準適合の考え方 
設置変更許可申請
書への反映箇所 

詳細設計段
階における
提示内容 

考え方 
必要な設

備等 

第三十九
条 
(重大事
故等対処
施設/地
震による
損傷の防
止) 

重大事故等対処施設は、次に
掲げる施設の区分に応じ、そ
れぞれ次に定める要件を満
たすものでなければならな
い。 
 
一 常設耐震重要重大事故防
止設備が設置される重大事
故等対処施設（特定重大事故
等対処施設を除く。） 基準地
震動による地震力に対して
重大事故に至るおそれがあ
る事故に対処するために必
要な機能が損なわれるおそ
れがないものであること。 
 
二 常設耐震重要重大事故防
止設備以外の常設重大事故
防止設備が設置される重大
事故等対処施設（特定重大事
故等対処施設を除く。） 第四
条第二項の規定により算定
する地震力に十分に耐える
ことができるものであるこ
と。 
 
三 常設重大事故緩和設備が
設置される重大事故等対処
施設（特定重大事故等対処施
設を除く。） 基準地震動によ
る地震力に対して重大事故
に対処するために必要な機
能が損なわれるおそれがな
いものであること。 
 
四 特定重大事故等対処施設 
第四条第二項の規定により
算定する地震力に十分に耐
えることができ、かつ、基準
地震動による地震力に対し
て重大事故等に対処するた
めに必要な機能が損なわれ
るおそれがないものである
こと。 
 

１ 第３９条の適用
に当たっては、本
規程別記２に準
ずるものとする。 

 
※別記２・第４
条（地震による
損傷の防止） 

 
２ 第 1 項第２号

に規定する「第４
条第２項の規定
により算定する
地震力」とは、本
規程別記２第４
条第２項から第
４項までにおい
て、代替する機能
を有する設計基
準事故対処設備
が属する耐震重
要度分類のクラ
スに適用される
地震力と同等の
ものとする。 

 
３ 第 1 項第４号

に規定する「第４
条第２項の規定
により算定する
地震力」とは、本
規程別記２第４
条第２項第１号
の耐震重要度分
類のＳクラスに
適用される地震
力と同等のもの
とする。 

常設重大事故等対処施設 
・常設重大事故等対処施設につ
いては，揚圧力が作用した場合
において，当該施設の機能が損
なわれるおそれがないように
設計する。 
あわせて，液状化，揺すり込み
沈下等の周辺地盤の変状を考
慮した場合においても，当該施
設の機能が損なわれるおそれ
がないように設計する。 
（第三十八条第二項をあわせ
て確認） 
 
・常設重大事故等対処施設の設
計においては，防波壁下部を地
盤改良するために海側への地
下水の流れが遮断され地下水
位が上昇するおそれがあると
いう島根サイト固有の状況を
踏まえ地下水位を一定の範囲
に保持する地下水位低下設備
の機能を考慮した水位，自然水
位より保守的に設定した水位
又は地表面にて設計地下水位
を設定する。 
 
・耐震設計において，地震時に
おける地盤の有効応力の変化
に伴う影響を考慮する場合に
は，有効応力解析等を実施す
る。有効応力解析に用いる液状
化強度特性は，敷地の原地盤に
おける代表性及び網羅性を踏
まえた上で保守性を考慮して
設定する。 
 
地下水位低下設備※２ 
・地震に対し機能を保持する設
計とする。 
（Ｃクラス，Ss 機能維持） 
 
※２ 地震による損傷の防止

は，同一の地盤，地震に対
する第４条への適合性を
示すことにより確認する。 

・常設の地
下水位低
下設備 
 

本文※１ 
 
添付書類八 
-設置許可基準規則
への適合 
-第三十九条 
 
 
 
関連 
添付書類八 
-安全設計 
-耐震設計/基本方

針 
-耐震重要施設 
 
-その他発電用原子
炉の付属設備 
-地下水位低下設備 
 
 
添付書類六 
-地盤 
-周辺地盤の変状に
よる施設への影響
評価 
 
※１ 耐震評価にお

いて地下水位低
下設備の機能に
期待することは
島根サイト固有
の事項であるこ
とから，設置目的
や役割を本文に
記載。 

 

・耐震性に関
する説明書
（設計地下
水位の設定
を含む） 

２ 重大事故等対処施設は、
第四条第三項の地震の発生
によって生ずるおそれがあ
る斜面の崩壊に対して重大
事故等に対処するために必
要な機能が損なわれるおそ
れがないものでなければな
らない。 

 
― 

（対象斜面なし） 
― ― ― 
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添付3-5表 設置許可基準規則に対する基準適合の考え方と 

工事計画認可段階における提示内容第43条(重大事故等対処施設)(１/２) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価対象施設の相違 

③の相違 
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添付3-6表 設置許可基準規則に対する基準適合の考え方と 

工事計画認可段階における提示内容第43条(重大事故等対処施設)(２/２) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価対象施設の相違 

③の相違 
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添付3-7表 技術的能力審査基準に対する基準適合の考え方と 

工事計画認可段階における提示内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価対象施設の相違 

③の相違 
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添付3-8表 設置許可基準規則第３条の規則の解釈 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付2-5表 設置許可基準規則第３条の規則の解釈 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設置許可基準規則 設置許可基準規則の解釈 

第三条 
（設計基
準対象施
設の地
盤） 

 
設計基準対象施設は、次条第二項の規
定により算定する地震力（設計基準対
象施設のうち、地震の発生によって生
ずるおそれがあるその安全機能の喪
失に起因する放射線による公衆への
影響の程度が特に大きいもの（以下
「耐震重要施設」という。）及び兼用
キャスクにあっては、同条第三項に規
定する基準地震動による地震力を含
む。）が作用した場合においても当該
設計基準対象施設を十分に支持する
ことができる地盤に設けなければな
らない。ただし、兼用キャスクにあっ
ては、地盤により十分に支持されなく
てもその安全機能が損なわれない方
法により設けることができるときは、
この限りでない。 

 
１ 第３条第１項に規定する「設計基準対象施設を十分に支持することができる」とは、
設計基準対象施設について、自重及び運転時の荷重等に加え、耐震重要度分類（本規
程第４条２の「耐震重要度分類」をいう。以下同じ。）の各クラスに応じて算定する
地震力（第３条第１項に規定する「耐震重要施設」（本規程第４条２のＳクラスに属
する施設をいう。）にあっては、第４条第３項に規定する「基準地震動による地震力」
を含む。）が作用した場合においても、接地圧に対する十分な支持力を有する設計で
あることをいう。 
なお、耐震重要施設については、上記に加え、基準地震動による地震力が作用するこ
とによって弱面上のずれ等が発生しないことを含め、基準地震動による地震力に対す
る支持性能が確保さていることを確認することが含まれる。 

 
２ 耐震重要施設及び兼用キャスク
は、変形した場合においてもその安全
機能が損なわれるおそれがない地盤
に設けなければならない。 

 
２ 第３条第２項に規定する「変形」とは、地震発生に伴う地殻変動によって生じる支
持地盤の傾斜及び撓み並びに地震発生に伴う建物・構築物間の不等沈下、液状化及び
揺すり込み沈下等の周辺地盤の変状をいう。 
このうち上記の「地震発生に伴う地殻変動によって生じる支持地盤の傾斜及び撓み」
については、広域的な地盤の隆起又は沈降によって生じるもののほか、局所的なもの
を含む。これらのうち、上記の「局所的なもの」については、支持地盤の傾斜及び撓
みの安全性への影響が大きいおそれがあるため、特に留意が必要である。 

 
３ 耐震重要施設及び兼用キャスク
は、変位が生ずるおそれがない地盤に
設けなければならない。ただし、兼用
キャスクにあっては、地盤に変位が生
じてもその安全機能が損なわれない
方法により設けることができるとき
は、この限りでない。 

 
３ 第３条第３項に規定する「変位」とは、将来活動する可能性のある断層等が活動す
ることにより、地盤に与えるずれをいう。 
また、同項に規定する「変位が生ずるおそれがない地盤に設け」るとは、耐震重要施
設が将来活動する可能性のある断層等の露頭がある地盤に設置された場合、その断層
等の活動によって安全機能に重大な影響を与えるおそれがあるため、当該施設を将来
活動する可能性のある断層等の露頭が無いことを確認した地盤に設置することをい
う。 
なお、上記の「将来活動する可能性のある断層等」とは、後期更新世以降（約１２～
１３万年前以降）の活動が否定できない断層等とする。その認定に当たって、後期更
新世（約１２～１３万年前）の地形面又は地層が欠如する等、後期更新世以降の活動
性が明確に判断できない場合には、中期更新世以降（約４０万年前以降）まで遡って
地形、地質・地質構造及び応力場等を総合的に検討した上で活動性を評価すること。
なお、活動性の評価に当たって、設置面での確認が困難な場合には、当該断層の延長
部で確認される断層等の性状等により、安全側に判断すること。 
また、「将来活動する可能性のある断層等」には、震源として考慮する活断層のほか、
地震活動に伴って永久変位が生じる断層に加え、支持地盤まで変位及び変形が及ぶ地
すべり面を含む。 

注）「設置許可基準規則の解釈」欄は，炉心内の燃料被覆材及び兼用キャスクに係る条項の記載を省略している。 
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添付3-9表 設置許可基準規則第４条の規則の解釈(１/２) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付2-6表 設置許可基準規則第４条の規則の解釈(１/２) 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設置許可基準規則 設置許可基準規則の解釈 

第四条
（地震に
よる損傷
の防止） 

 
設計基準対象施
設は、地震力に十
分に耐えること
ができるもので
なければならな
い。 

 
別記２のとおりとする。ただし、炉心内の燃料被覆材の放射性物質の閉じ込めの機能については以下のとお
りとし、兼用キャスク貯蔵施設については別記４のとおりとする。 
 
一 第１項に規定する「地震力に十分に耐える」とは、通常運転時及び運転時の異常な過渡変化時に生じるそ
れぞれの荷重と、弾性設計用地震動による地震力（本規程別記２第４条第４項第１号に規定する弾性設計
用地震動による地震力をいう。）又は静的地震力（同項第２号に規定する静的地震力をいい、Ｓクラスに属
する機器に対し算定されるものに限る。）のいずれか大きい方の地震力を組み合わせた荷重条件に対して、
炉心内の燃料被覆材の応答が全体的におおむね弾性状態に留まることをいう。 

二 第５項に規定する「基準地震動による地震力に対して放射性物質の閉じ込めの機能が損なわれるおそれが
ない」とは、通常運転時及び運転時の異常な過渡変化時に生じるそれぞれの荷重と基準地震動による地震
力を組み合わせた荷重条件により塑性ひずみが生じる場合であっても、その量が小さなレベルに留まって
破断延性限界に十分な余裕を有し、放射性物質の閉じ込めの機能に影響を及ぼさないことをいう。 

 
（別記２） 
１ 第４条第１項に規定する「地震力に十分に耐える」とは、ある地震力に対して施設全体としておおむね弾
性範囲の設計がなされることをいう。この場合、上記の「弾性範囲の設計」とは、施設を弾性体とみなし
て応力解析を行い、施設各部の応力を許容限界以下に留めることをいう。また、この場合、上記の「許容
限界」とは、必ずしも厳密な弾性限界ではなく、局部的に弾性限界を超える場合を容認しつつも施設全体
としておおむね弾性範囲に留まり得ることをいう。 

 
 
２ 前項の地震力
は、地震の発生に
よって生ずるお
それがある設計
基準対象施設の
安全機能の喪失
に起因する放射
線による公衆へ
の影響の程度に
応じて算定しな
ければならない。 

 
２ 第４条第２項に規定する「地震の発生によって生ずるおそれがある設計基準対象施設の安全機能の喪失に
起因する放射線による公衆への影響の程度」とは、地震により発生するおそれがある設計基準対象施設の
安全機能の喪失（地震に伴って発生するおそれがある津波及び周辺斜面の崩壊等による安全機能の喪失を
含む。）及びそれに続く放射線による公衆への影響を防止する観点から、各施設の安全機能が喪失した場合
の影響の相対的な程度（以下「耐震重要度」という。）をいう。設計基準対象施設は、耐震重要度に応じて、
以下のクラス（以下「耐震重要度分類」という。）に分類するものとする。 

一 Ｓクラス（以下略） 
二 Ｂクラス（以下略） 
三 Ｃクラス 

Ｓクラスに属する施設及びＢクラスに属する施設以外の一般産業施設又は公共施設と同等の安全性が要
求される施設をいう。 

 
３ 第４条第１項に規定する「地震力に十分に耐えること」を満たすために、耐震重要度分類の各クラスに属
する設計基準対象施設の耐震設計に当たっては、以下の方針によること。 

一 Ｓクラス（津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備を除く。）（以下略） 
二 Ｂクラス（以下略） 
三 Ｃクラス 
・静的地震力に対しておおむね弾性状態に留まる範囲で耐えること。 
・建物・構築物については、常時作用している荷重及び運転時に作用する荷重と静的地震力を組み合わせ、
その結果発生する応力に対して、建築基準法等の安全上適切と認められる規格及び基準による許容応力度
を許容限界とすること。 

・機器・配管系については、通常運転時、運転時の異常な過渡変化時の荷重と静的地震力を組み合わせ、そ
の結果発生する応力に対して、応答が全体的におおむね弾性状態に留まること。 

 
４ 第４条第２項に規定する「地震力」の「算定」に当たっては、以下に示す方法によること。（以下略） 
 

注）「設置許可基準規則の解釈」欄は，炉心内の燃料被覆材及び兼用キャスクに係る条項の記載を省略している。 
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添付3-10表 設置許可基準規則第４条の規則の解釈(２/２) 

 

 

 

 

添付2-7表 設置許可基準規則第４条の規則の解釈(２/２) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設置許可基準規則 設置許可基準規則の解釈 

第四条
（地震に
よる損傷
の防止） 

 
３ 耐震重要施設
は、その供用中に
当該耐震重要施
設に大きな影響 
を及ぼすおそれ
がある地震によ
る加速度によっ
て作用する地震
力（以下「基準地
震動による地震
力」という。）に
対して安全機能 
が損なわれるお
それがないもの
でなければなら
ない。 

 
５ 第４条第３項に規定する「基準地震動」は、最新の科学的・技術的知見を踏まえ、敷地及び敷地周辺の地
質・地質構造、地盤構造並びに地震活動性等の地震学及び地震工学的見地から想定することが適切なもの
とし、次の方針により策定すること。（以下略） 

 
６ 第４条第３項に規定する「安全機能が損なわれるおそれがないものでなければならない」ことを満たすた
めに、基準地震動に対する設計基準対象施設の設計に当たっては、以下の方針によること。 

一 耐震重要施設のうち、二以外のもの 
・基準地震動による地震力に対して、その安全機能が保持できること。 
・建物・構築物については、常時作用している荷重及び運転時に作用する荷重と基準地震動による地震力と
の組合せに対して、当該建物・構築物が構造物全体としての変形能力（終局耐力時の変形）について十分
な余裕を有し、建物・構築物の終局耐力に対し妥当な安全余裕を有していること。 

・機器・配管系については、通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び事故時に生じるそれぞれの荷重と
基準地震動による地震力を組み合わせた荷重条件に対して、その施設に要求される機能を保持すること。
なお、上記により求められる荷重により塑性ひずみが生じる場合であっても、その量が小さなレベルに留
まって破断延性限界に十分な余裕を有し、その施設に要求される機能に影響を及ぼさないこと。また、動
的機器等については、基準地震動による応答に対して、その設備に要求される機能を保持すること。具体
的には、実証試験等により確認されている機能維持加速度等を許容限界とすること。 
なお、上記の「運転時の異常な過渡変化時及び事故時に生じるそれぞれの荷重」については、地震によっ
て引き起こされるおそれのある事象によって作用する荷重及び地震によって引き起こされるおそれのな
い事象であっても、いったん事故が発生した場合、長時間継続する事象による荷重は、その事故事象の発
生確率、継続時間及び地震動の超過確率の関係を踏まえ、適切な地震力と組み合わせて考慮すること。 

二 津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備並びに浸水防止設備が設置された建物・構築物 
・基準地震動による地震力に対して、それぞれの施設及び設備に要求される機能（津波防護機能、浸水防止
機能及び津波監視機能をいう。）が保持できること。 

・津波防護施設及び浸水防止設備が設置された建物・構築物は、常時作用している荷重及び運転時に作用す
る荷重と基準地震動による地震力の組合せに対して、当該施設及び建物・構築物が構造全体として変形能
力（終局耐力時の変形）について十分な余裕を有するとともに、その施設に要求される機能（津波防護機
能及び浸水防止機能）を保持すること。 

・浸水防止設備及び津波監視設備は、常時作用している荷重及び運転時に作用する荷重等と基準地震動によ
る地震力の組合せに対して、その設備に要求される機能（浸水防止機能及び津波監視機能）を保持するこ
と。 

・これらの荷重組合せに関しては、地震と津波が同時に作用する可能性について検討し、必要に応じて基準
地震動による地震力と津波による荷重の組合せを考慮すること。 
なお、上記の「終局耐力」とは、構造物に対する荷重を漸次増大した際、構造物の変形又は歪みが著しく
増加する状態を構造物の終局状態と考え、この状態に至る限界の最大荷重負荷をいう。 
また、耐震重要施設が、耐震重要度分類の下位のクラスに属するものの波及的影響によって、その安全機
能を損なわないように設計すること。この波及的影響の評価に当たっては、敷地全体を俯瞰した調査・検
討の内容等を含めて、事象選定及び影響評価の結果の妥当性を示すとともに、耐震重要施設の設計に用い
る地震動又は地震力を適用すること。 
なお、上記の「耐震重要施設が、耐震重要度分類の下位のクラスに属するものの波及的影響によって、そ
の安全機能を損なわない」とは、少なくとも次に示す事項について、耐震重要施設の安全機能への影響が
無いことを確認すること。 

・設置地盤及び地震応答性状の相違等に起因する相対変位又は不等沈下による影響 
・耐震重要施設と下位のクラスの施設との接続部における相互影響 
・建屋内における下位のクラスの施設の損傷、転倒及び落下等による耐震重要施設への影響 
・建屋外における下位のクラスの施設の損傷、転倒及び落下等による耐震重要施設への影響 
 
７ 第４条第３項に規定する「基準地震動による地震力」の算定に当たっては、以下に示す方法によること。 
・基準地震動による地震力は、基準地震動を用いて、水平２方向及び鉛直方向について適切に組み合わせた
ものとして算定すること。なお、建物・構築物と地盤との相互作用、埋込み効果及び周辺地盤の非線形性
について、必要に応じて考慮すること。 

・基準地震動による地震力の算定に当たっては、地震応答解析手法の適用性及び適用限界等を考慮の上、適
切な解析法を選定するとともに、十分な調査に基づく適切な解析条件を設定すること。 

・地震力の算定過程において建物・構築物の設置位置等で評価される入力地震動については、解放基盤表面
からの地震波の伝播特性を適切に考慮するとともに、必要に応じて地盤の非線形応答に関する動的変形特
性を考慮すること。また、敷地における観測記録に基づくとともに、最新の科学的・技術的知見を踏まえ
て、その妥当性が示されていること。 

 
 
４ 耐震重要施設
は、前項の地震の
発生によって生
ずるおそれがあ 
る斜面の崩壊に
対して安全機能
が損なわれるお
それがないもの
でなければなら
ない。 

 
８ 第４条第４項は、耐震重要施設の周辺斜面について、基準地震動による地震力を作用させた安定解析を行
い、崩壊のおそれがないことを確認するとともに、崩壊のおそれがある場合には、当該部分の除去及び敷
地内土木工作物による斜面の保持等の措置を講じることにより、耐震重要施設に影響を及ぼすことがない
ようにすることをいう。 
また、安定解析に当たっては、次の方針によること。 

一 安定性の評価対象としては、重要な安全機能を有する設備が内包された建屋及び重要な安全機能を有する
屋外設備等に影響を与えるおそれのある斜面とすること。 

二 地質・地盤の構造、地盤等級区分、液状化の可能性及び地下水の影響等を考慮して、すべり安全率等によ
り評価すること。 

三 評価に用いる地盤モデル、地盤パラメータ及び地震力の設定等は、基礎地盤の支持性能の評価に準じて行
うこと。特に地下水の影響に留意すること。 

 

注）「設置許可基準規則の解釈」欄は，炉心内の燃料被覆材及び兼用キャスクに係る条項の記載を省略している。 
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2.設置変更許可及び工事計画認可段階における提示内容 

地下水位の設定の考え方並びに地下水位低下設備の位置付け等について,各条文へ適合させる

ための設置変更許可段階及び工事計画認可段階における提示内容を整理した。 

設置変更許可段階及び工事計画認可段階における提示内容(案)を以下に示す。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・資料構成の相違 

設置変更許可及び工認の提示

内容案であり，島根２号炉は審

査の進捗にあわせ別途対応 
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(参考)発電用原子炉設置変更許可申請書への記載例 

(1)発電用原子炉設置変更許可申請書への記載例 

発電用原子炉設置変更許可申請書本文及び添付書類における記載例を以下に示す。 

 

a.本文の記載例 

 

五.発電用原子炉及びその附属施設の位置,構造及び設備 

ロ発電用原子炉施設の一般構造 

(1)耐震構造 
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●.設計基準対象施設の耐震設計 

「設計基準対象施設は,防潮堤により地下水が遮断され敷地内の地下水位が上昇するおそれが

あることを踏まえ,地下水位を一定の範囲に保持する地下水位低下設備の機能を考慮した水

位,自然水位より保守的に設定した水位又は地表面にて設計用地下水位を設定し,地震力に対

して当該施設の機能が保持できるように設計する。」 

●.重大事故等対処施設の耐震設計 

「重大事故等対処施設は,防潮堤により地下水が遮断され敷地内の地下水位が上昇するおそれ

があることを踏まえ,地下水位を一定の範囲に保持する地下水位低下設備の機能を考慮した水

位,自然水位より保守的に設定した水位又は地表面にて設計用地下水位を設定し,地震力に対

して当該施設の機能が保持できるように設計する。」 

 

b.添付書類六の記載例 

 

3.地盤 

3.2 発電用原子炉設置許可変更許可申請(平成 25年 12月 27日申請)に係る地盤 

3.2.6地質・地質構造及び地盤の調査結果の評価 

3.2.6.1 原子炉建屋基礎地盤等の安定性評価 

3.2.6.1.●耐震重要施設の基礎地盤の安定性評価 

(●)地震力に対する基礎地盤の安定性評価 

●.解析条件 

(●)地下水位 

「解析用地下水位は,原子炉建屋においては基礎版中央とし,原子炉建屋以外(周辺地盤を含

む)においては地表面に設定する。」 

(●)周辺地盤の変状による施設への影響評価 

「耐震重要施設については,液状化,揺すり込み沈下等の周辺地盤の変状を考慮した場合にお

いても,当該施設の安全機能が損なわれるおそれがないように設計する。 

また,耐震重要施設の設計においては,地下水位低下設備の機能を考慮した水位,自然水位より

保守的に設定した水位又は地表面にて設計用地下水位を設定する。」 

「耐震設計において,地震時における地盤の有効応力の変化に伴う影響を考慮する場合には,

有効応力解析等を実施する。有効応力解析に用いる液状化強度特性は,敷地の原地盤における

代表性及び網羅性を踏まえた上で保守性を考慮して設定する。」 

 

3.2.6.1.●常設重大事故等対処施設の基礎地盤等の安定性評価 

(●)地震力に対する基礎地盤の安定性評価 

●.解析条件 

(●)地下水位 

「解析用地下水位は地表面とする。」 

(●)周辺地盤の変状による施設への影響評価 
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「常設重大事故等対処施設においては,液状化,揺すり込み沈下等の周辺地盤の変状を考慮し

た場合においても,当該施設の機能が損なわれるおそれがないように設計する。 

また,常設重大事故等対処施設の設計においては,地下水位低下設備の機能を考慮した水位,自

然水位より保守的に設定した水位又は地表面にて設計用地下水位を設定する。」 

「耐震設計において,地震時における地盤の有効応力の変化に伴う影響を考慮する場合には,

有効応力解析等を実施する。有効応力解析に用いる液状化強度特性は,敷地の原地盤における

代表性及び網羅 1生を踏まえた上で保守性を考慮して設定する。」 

c.添付書類八の記載例 

 

(2)安全設計 

1.4 耐震設計 

1.4.1設計基準対象施設の耐震設計 

1.4.1.1 耐震設計の基本方針 

「設計基準対象施設は,地震力に十分耐えられるように設計する。 

また,設計基準対象施設の設計においては,地下水位低下設備の機能を考慮した水位,自然水位

より保守的に設定した水位又は地表面にて設計用地下水位を設定する。」 

1.4.1.●耐震重要施設 

「耐震重要施設については,揚圧力が作用した場合において,当該施設の安全機能が損なわれ

るおそれがないように設計する。あわせて,液状化,揺すり込み沈下等の周辺地盤の変状を考慮

した場合においても,当該施設の安全機能が損なわれるおそれがないように設計する。 

また,耐震重要施設の設計においては,地下水位低下設備の機能を考慮した水位,自然水位より

保守的に設定した水位又は地表面にて設計用地下水位を設定する。」 

「耐震設計において,地震時における地盤の有効応力の変化に伴う影響を考慮する場合には,

有効応力解析等を実施する。有効応力解析に用いる液状化強度特性は,敷地の原地盤における

代表性及び網羅性を踏まえた上で保守性を考慮して設定する。」 
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(3)耐震重要度分類 

 

 

第 1.1-1 表 耐震重要度分類表(6/6) 

 

注 11)Ｃクラスではあるが,基準地震動Ｓｓに対し機能維持することを確認する。 

 

1.6「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置,構造及び設備の基準に関する規則(平成 25 年

6,月 19日制定)」への適合 

第三十九条(地震による損傷の防止) 

適合のための設計方針 

●.設計方針 

「常設重大事故等対処施設は,揚圧力が作用した場合において,当該施設の機能が損なわれ

るおそれがないように設計する。あわせて,液状化,揺すり込み沈下等の周辺地盤の変状を考

慮した場合においても,当該施設の機能が損なわれるおそれがないように設計する。 

また,常設重大事故等対処施設の設計においては,地下水位低下設備の機能を考慮した水位,

自然水位より保守的に設定した水位又は地表面にて設計用地下水位を設定する。」 

「耐震設計において,地震時における地盤の有効応力の変化に伴う影響を考慮する場合に

は,有効応力解析等を実施する。有効応力解析に用いる液状化強度特性は,敷地の原地盤にお

ける代表性及び網羅性を踏まえた上で保守性を考慮して設定する。」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P.4条-39 第 1.4-1表 耐震重要度分類表 (6/6)  再掲 
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第四十三条(重大事故等対処設備) 

適合のための設計方針 

●.設計方針 

「可搬型重大事故等対処設備による重大事故等への対応に必要なアクセスルートについて

は,重大事故等の状態でもアクセスルートの通行性を確保する設計とする。」 

 

●.その他発電用原子炉の附属施設 

●.●地下水位低下設備 

「発電用原子炉施設周辺の地下水位を一定の範囲に保持する機能を有する地下水位低下設

備を設置する。」 

「地下水位低下設備は,ドレーン,揚水井戸,揚水ポンプ等で構成され,基準地震動に対して

機能維持する設計とする。また,地下水位低下設備は,重要安全施設への影響に鑑み,原了炉

施設の安全機能の重要度分類を踏まえて多重性及び独立性を確保した設計とする。 

電源は,外部電源の喪失に配慮し,非常用交流電源設備及び常設代替交流電源設備からの供

給が可能な設計とする。」 

「地下水位低下設備の機能喪失への対応として,復旧のための予備品の確保及び可搬型設備

を用いた機動的な措置について手順等を整備するとともに,地下水位を一定の範囲に保持で

きないと判断した場合にはプラントを停止する手順等を整備し,的確に実施することを運転

管理上の方針として保安規定に定めて,管理していく。」 

 

 

d.添付書類十の記載例 

 

4.重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力 

4.1 重大事故等対策 

4.1.5復旧作業に係る事項 

(1)予備品等の確保 

「地下水位低下設備が機能喪失した場合に復旧作業等を行うため,必要な資機材として,可搬

型設備及び予備品を確保する。」 

(2)保管場所 

「地下水位低下設備の可搬型設備及び予備品は外部事象の影響を受けない場所に保管する。」 

(3)アクセスルートの確保 

「地下水位低下設備の機能喪失を想定しても,地震時の液状化に伴う地下構造物の浮き上がり

に対してアクセスルートの通行性を外部からの支援が可能となるまでの一定期間を確保する

設計とする。」 
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4.1.●手順書の整備,教育及び訓練の実施並びに体制の整備 

「地下水位低下設備の復旧作業に的確かつ柔軟に対処できるように,手順書及び必要な体制

を整備するとともに,教育及び訓練を実施する。」 

「地下水位低下設備の機能喪失が外部からの支援が可能となるまでの一定期間を超え長期

に及ぶ場合を想定し,外部支援等によりアクセスルートの通行性の確保を図る手順と体制の

整備を行う。」 

 

4.設計用地下水位に関する各審査段階の提示内容 

設計用地下水位の設定に係る各審査段階における提示内容を添付 3-11表に,設計の各審査段階

における提示内容を添付 3-12表に,及び運用管理・保守管理の各審査段階における提示内容を添

付 3-13 表に示す。 

 

添付 3-11表 各審査段階における提示内容(設計用地下水位の設定関連) 
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添付 3-12表 各審査段階における提示内容(設計関連) 
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添付3-13表 各審査段階における提示内容(運用管理・保守管理関連) 
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補足説明資料１ 

敷地の水文環境 

 

敷地は，北東側が海に面し，その他は山地に囲まれている。山地の尾根は北東一南西～北北東

一南南西方向に延び，それらの尾根に沿って小規模な沢が発達し，沢沿いには小規模な低地が分

布している。敷地の一部は，この小規模な低地となっている。 

 

山側に降った雨は，蒸発散分を除き，表面水として敷地へ流入するものと盛土や岩盤内に浸透

し地下水として敷地に流入するものに分かれる。 

表面水は排水路を通じて海へ排水される、また，地下水は主要建屋周辺に設置した地下水位低

下設備により集水後，排水路へ排水される。 

敷地の水文環境のイメージを補足 1-1 図に，発電所周辺の小河川や尾根筋の状況を補足 1-2図

に示す。また，主な地表水の流れを補足 1-3図に示す。 

 

 

補足 1-1 図敷地の水文環境のイメージ 

 

補足 1-2 図 発電所周辺の小河川・尾根筋等の分布状況 

補足説明資料１ 

敷地の水文環境 

 

敷地は，北側が海に面し，その他は山地に囲まれている。敷地の地形は，補足 1-1 図及び補足

1-2図に示すとおり，沿岸低山地と後背山地に大別され，沿岸低山地は標高約 80m以下の山地で，

緩慢な山頂面から海に急傾斜している。また，後背山地は標高約 80～160mの山地で，開折谷が発

達しており，中央が扇状に大きく広がっている。 

山側に降った雨は，蒸発散分を除き，表面水として敷地へ流入するものと盛土や岩盤内に浸透

し地下水として敷地に流入するものに分かれる。 

表面水は排水路を通じて海へ排水される、また，地下水は主要建物周辺に設置した地下水位低

下設備（既設）により集水後，排水路へ排水される。 

主な地表水の流れを補足 1-2図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補足 1-1図 発電所周辺の分水嶺等の分布状況 
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補足 1-3 図 発電所周辺の主な地表水の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補足 1-2図 発電所周辺の主な地表水の流れ 

 

地下水位の設定に係る浸透流解析における，敷地の地下水位に影響を与える降雨条件について，

保守的な評価となるよう検討する。 

降雨条件については，島根原子力発電所が位置する島根県松江市の気象庁松江地方気象台の過

去 78 年間（1941～2018 年）の年間降水量の記録に基づき，年間降水量の平均値及びばらつきを

考慮する。この期間における年間降水量の平均値は，1,880mm/年であり，ばらつきを考慮した値

（平均値＋１σ）は 2,163mm/年である。 

また，気象庁・環境省における今後の気候変動予測に関する分析によると，西日本日本海側に

おいて，地球温暖化が深刻に進展したシナリオでは，将来的に（2080～2100 年）年間降水量が約

130mm/年増加する可能性があることが報告されている。 

上記を踏まえ，地下水位の設定に係る浸透流解析を実施するに当たっては，降雨条件として，

2,400mm/年を用い，定常的に与えることとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・説明の充実 

島根２号炉では降雨条件につ

いて詳細に記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主な地表水の流れ 発電所周辺の空中写真
出典：国土地理院（2007年撮影）

島根原子力発電所周辺の空中写真
出典：国土地理院（2009年撮影）
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補足 1-1表 浸透流解析に用いる降雨条件の考え方 

 

 

 

 

補足 1-3図 松江市の年間降水量の正規分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

・説明の充実 

島根２号炉では降雨条件につ

いて詳細に記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・説明の充実 

島根２号炉では降雨条件につ

いて詳細に記載 

 

 

 

 

 

 

降水量
（mm/年)

（参考）島根原子力発電所における
年間降水量 1,540

松江地方気象台における
年間降水量の平均値 1,880

標準偏差 283
平均値+1σ 2,163

将来的な増加量 130
気候変動予測における降水量の
増加量を加味した解析用降水量 2,400

0 500 1000 1500 2000 2500 3000 3500 (mm/年)

松江地方気象台における年間降水量の平均値
（観測期間：1941～2018年）

平均値+1σ

気候変動予測における降水量の
増加量を加味した解析用降水量

島根原子力発電所における年間降水量
（観測期間：2016.4～2018.8）

1,880mm/年

1,540mm/年

2,163mm/年

2,400mm/年

確率密度

543




